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※後記の「本資料に関するご注意事項等」をご覧ください。

情報提供資料
2022年3月

平素は、サイバーセキュリティ株式オープンをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

世界株式市場は、引き続き調整局面が続いていますが、ロシアによるウクライナ侵攻からリ
スクオフの様相が強まりました。

本資料では、日本を含む世界のサイバーセキュリティ関連企業の株式に投資する当ファンド
の実質的な運用を行う、アリアンツ・グローバル・インベスターズ・ユーエス・エルエル
シーのファンドマネージャー、ウォルター・プライス氏へ2022年3月に実施したインタ
ビューの内容を通じ、サイバーセキュリティ市場の動向についてご紹介いたします。

サイバーセキュリティはもはや

“オプション”ではなく、

重大な経済的リスクを回避するための

“必然策”である

アリアンツ・グローバル・インベスターズ・ユーエス・エルエルシー
サイバーセキュリティ戦略運用チームヘッド｜シニア・ポートフォリオ・マネージャー

Walter Price ウォルター・プライス

地政学リスクの高まりで
注目されるサイバーセキュリティ

市場環境等の変化を踏まえた機動的な運用

これからのサイバーセキュリティ市場の展望

追加型投信／内外／株式

サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
（為替ヘッジあり）予想分配金提示型／（為替ヘッジなし）予想分配金提示型
ファンドマネージャーインタビュー

本資料では、サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）を「為替ヘッジあり」、サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし）を「為替ヘッジなし」、
サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）予想分配金提示型を「（為替ヘッジあり）予想分配金提示型」、サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジな
し）予想分配金提示型を「（為替ヘッジなし）予想分配金提示型」といいます。また、これらを総称して「当ファンド」または「サイバーセキュリティ株式オープン」という
ことがあります。
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湾岸戦争（1990年） 米軍によるイラクの防空
システムに対する、マルウェアを使ったサイ
バー攻撃。ただし、効果があったのかは不明。

シリア空爆（2007年） シリアの軍事施設がイ
スラエル軍による砲撃を受けたが、防空システ
ムには感知されなかった。サイバー攻撃が仕掛
けられていた可能性が指摘された。

グルジア戦争（2008年) ロシア軍は、グルジ
アの政府機関や重要インフラに対しDDoS攻撃
を行い、アクセス不能状態に陥らせた。一方、
グルジア側もサイバートラップを仕掛けて反撃
に出て成功した。双方向に攻撃し合うという、
サイバー戦争の新局面。

クリミア危機（2014年) ウクライナの通信
ネットワーク設備や地元メディアなどが、ロシ
アからたびたびサイバー攻撃を受け、サイトの
改ざんといったプロパガンダ目的の攻撃が行わ
れた。

■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものでは
ありません。

地政学リスクの高まりで
注目されるサイバーセキュリティ

世界の戦争はサイバー空間へ

（出所）各種報道等を基に三菱UFJ国際投信作成

連日、報道が続くウクライナ情勢ですが、
ロシア、ウクライナ両国のサイバー軍の活
動も活発化しています。近年の戦争は、
“ハイブリッド戦争”と言われ、正規戦、非
正規戦、サイバー攻撃による情報戦など、
様々な軍事戦略を組み合わせて行われます。

過去の戦争に絡むサイバー攻撃の一例

こうしたサイバー攻撃による影響は、国家
間だけではなく、一般企業や市民生活に
まで及んでおり、サイバーセキュリティの
重要性が改めて再確認されたものとみられ
ます。

実際に、ロシアがウクライナへ侵攻を始め
て以降、米国ではセキュリティ各社への問
い合わせが急増しています。各銀行は、ロ
シアへの経済制裁が合意されると一斉に、

今回のロシアによるウクライナ侵攻におい
ても、ロシア軍が、通信の遮断や偽情報に
よる情報操作を仕掛ける一方、ウクライナ
軍やウクライナ軍を支援するハッカーグ
ループが、ロシア政府などに対しDDoS攻
撃というサイバー攻撃を実施したとされて
います。

その重要性が再確認されたサイバーセキュリティ
報復のサイバー攻撃への警戒を強めました。

また、日本でもトヨタ自動車で、主要取引
先がサイバー攻撃を受けたことにより一時
操業停止に陥るということがありましたが、
比較的セキュリティ対策が遅れているとみ
られる中小企業を攻撃の入り口にされるこ
とから、特に製造業などはサプライチェー
ン攻撃への対策強化が急務となっています。

・上記は、サイバー攻撃の一例であり、すべてを網羅するもの
ではありません。
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リスク要因はあるも、サイバーセキュリティ関連企業の業績は堅調

■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものでは
ありません。

世界株式市場は、2021年後半から米国を
中心とするインフレ高進懸念や金利の先高
観から、高バリュエーション銘柄は上値の
重い展開が続く中、2022年2月24日のロシ
アによるウクライナ侵攻がさらなる株価下
落を引き起こしました。資源大国ロシアか
らのエネルギー供給の停止懸念による資源
価格の高騰やロシアへの経済制裁などの影
響により、今後、景気減速から企業の設備

さらにサイバーセキュリティ関連企業に
とって、追い風となりうるのは、サイバー
保険への加入企業の増加です。

サイバー保険への加入企業増加も追い風に
サイバー保険は、ここ数年のサイバーセ
キュリティへの関心の高まりによって、そ
の市場の拡大が予測されていましたが、こ
の地政学リスクによって、より多くの企業
がサイバー攻撃への備えとして検討すると
考えられます。
一方、保険加入には様々な加入条件があり
ます。もちろんすべての被害が補償される
わけではありませんが、より高い補償を受
けるためには、より高度なセキュリティ対
策が求められます。そのため、加入企業の
セキュリティ関連製品やサービスへの需要
が高まり、サイバーセキュリティ関連企業
の業績拡大につながるものと期待されます。

投資減少が懸念されます。

しかし、前述のとおり、この地政学リスク
の高まりによってサイバーセキュリティの
重要性が再認識されており、企業は、サイ
バーセキュリティへの投資を拡大させるこ
とはあっても、縮小することは考えにくく、
サイバーセキュリティ関連企業の業績は今
後も拡大が期待されます。

世界のCEOが企業の成長に対して脅威と考えるもの

（出所）PwC「第25回世界CEO意識調査」のデータを基に三菱UFJ国際投信作成
・調査期間：2021年10～11月、ｎ＝4,446人（世界89ヵ国・地域のCEO）
・上記は、PwCのデータ・情報を基に作成していますが、PwCが三菱UFJ国際投信株式会社の
投資信託商品を推奨するものではありません。
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■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものでは
ありません。市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

市場環境等の
変化を踏まえた機動的な運用

ロシア・ウクライナに拠点をもつEPAMシステムズの全売却

（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
（期間）2020年1月1日～2022年3月18日、日次

EPAMシステムズの株価推移ロシアのウクライナ侵攻による、当ファン
ドの投資行動としては、EPAMシステムズ
の全売却を行いました。
同社は、ＤＸ（デジタルトランスフォー
メーション）を強みとする企業で有望銘柄
の1つでしたが、ロシアとウクライナに事
務所や研究施設があり、ウクライナにも多
くの従業員がいることから、その動向を注
視してきました。従業員の国外脱出や他国
の施設での業務継続などのBCP（事業継続
計画）体制について、経営陣と何度も議論
していましたが、実際に軍事侵攻が始まっ
たため2022年2月24日に全売却の判断を行
いました。

銘柄入れ替えだけでなく、一時的なウエイト調整も

2021年12月～2022年2月の売買動向

2021年12月 2022年1月 2022年2月

■マイムキャスト ■マンデードットコム
■ショッピファイ

■メタ・プラットフォームズ
■EPAMシステムズ売却

銘柄

組入
銘柄

（出所）アリアンツ･グローバル･インベスターズ･ユーエス･エルエルシーの資料を基に三菱UFJ国際投信作成
・上記は、当該期間の銘柄入れ替えの動向を示したものです。個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンド
において上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

株価は、短期的には、各国の金融/財政政
策、地政学リスクなどの様々な要因で変動
しますが、我々は、長期的な株価上昇の
牽引役は企業業績であると考えています。

一方で、今回のようなイベントリスクに対
しては、一時的にディフェンシブ的な超大
型テクノロジー銘柄へシフトするなどのウ
エイトの調整や、銘柄の入れ替えを機動的
に行っています。

2/24 売却

■ブロードコム ■ハシコープ■オラクル
■マーベル・テクノロジー
■マイクロン・テクノロジー
■SKハイニックス
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新規組入銘柄のご紹介 －高いセキュリティ機能を実装した半導体

■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものでは
ありません。市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

組入比率

3.3%
株価・売上高の推移

株価・売上高の推移

予想売上高

予想売上高

（期間）株価：2020/1/1～2022/3/18、日次 ／ 売上高：2020年度～2024年度（2022/3/22時点のBloomberg予想値）、会計年度毎
（出所）企業HP、アリアンツ･グローバル･インベスターズ･ユーエス･エルエルシーの資料、Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
・上記は、2021年12月以降に新規組み入れをした銘柄のうち、2022年2月28日時点の上位4銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推
奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。・組入比率は、当ファンドの代表的
なファンドのデータとして「為替ヘッジなし」のデータ（2022年2月28日時点）を使用しています。・組入比率は純資産総額に対する割合です。・
業種はGICS（世界産業分類基準）の産業分類によるものです。

SKハイニックス
半導体・半導体製造装置
ＳＫハイニックスは、半導体デバイス
の製造・販売を手掛ける韓国の企業で
す。
長らく主力となっていたDDR*4に続
く規格であるDDR5等、より安全性の
高い型式の新しいメモリーチップを開
発しており、今後の業績の伸びが期待
されます。

新規組入銘柄のご紹介①

2021年後半以降、割高感が意識されるグ
ロース銘柄のバリュエーション調整への対応
として、魅力的なバリュエーション水準であ
りつつ、堅調なキャッシュ・フローを生み出
し、今後の業績成長が期待できるオラクルを
2021年12月に新たに組み入れました。

また、最近のサイバー攻撃の傾向として、
機械の中の半導体基板への攻撃が増加して

います。セキュリティが不十分な半導体基
板では、サイバー攻撃によってそこから情
報が漏洩するリスクがあります。

セキュリティ面からも、今後さらに半導体
の選別が始まる時代に入ると考えられるこ
とから、2021年12月と2022年1月に、最
先端のセキュリティ技術を有する半導体企
業を新規に組み入れました。

組入比率

1.7%
マイクロン・テクノロジー
半導体・半導体製造装置

マイクロン・テクノロジーは、
DRAM**など各種メモリの製造・販売
を手掛ける米国の企業です。
DDR5等の開発をしており、より安全
性の高い規格のメモリーチップによっ
て、ハードウェアのセキュリティ分野
において、持続的な利益成長の実現が
期待されます。

＊DDR（ダブル･データ･レート）･･･データ転送処理を行う技術の1つ。5は4の次世代版で、パフォーマンスが向上。
＊＊DRAM（ダイナミック･ランダム･アクセス･メモリ）･･･記憶装置の1つ。
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■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものでは
ありません。市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

2022年1月、マンデードットコムとショッ
ピファイを売却しました。両社は、足元の
売上成長達成のための投資に注力しており、
収益の持続性実現の遅れが懸念されたこと
等から売却しました。

2022年2月、メタ・プラットフォームズを
売却しました。同社は、事業の軸足をメタ
バースへと転換していますが、このような
期間は、売上高や利益成長がマイナスの

市場環境の変化を織り込みつつも着眼点は企業の成長性

影響を受けるとみられることから、より成
長力期待の高い銘柄への入れ替えが妥当と
判断し、売却しました。

市場環境の変化も常に織り込みつつも、不
透明な市場環境だからこそ、今後も業績を
伸ばせる企業を見極め、早い段階から投資
を行うことが精度の高い株式投資につなが
ると考えています。

組入比率

1.3%
株価・売上高の推移

株価・売上高の推移

予想売上高

予想売上高

マーベル・テクノロジー
半導体・半導体製造装置
マーベル・テクノロジーは、データイ
ンフラストラクチャーにおける半導体
ソリューションを提供する米国の企業
です。
より安全性の高いメモリーチップ製品
やインフラストラクチャー技術で高い
競争力を有しており、今後のインフラ
ストラクチャーの進展の恩恵を受ける
ことが期待されます。

新規組入銘柄のご紹介②

組入比率

1.3%
オラクル
ソフトウェアサービス

オラクルは、セキュリティ機能を含む
クラウドサービスを提供する米国の企
業です。
場所やデバイスを問わず情報管理がで
きるクラウドへの移行が加速しており、
安全性の高いクラウドサービスの提供
やクラウドセキュリティサービスに
よって業績の拡大が期待されます。

（期間）株価：2020/1/1～2022/3/18、日次 ／ 売上高：2020年度～2024年度（2022/3/22時点のBloomberg予想値）、会計年度毎
（出所）企業HP、アリアンツ･グローバル･インベスターズ･ユーエス･エルエルシーの資料、Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
・上記は、2021年12月以降に新規組み入れをした銘柄のうち、2022年2月28日時点の上位4銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推
奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。・組入比率は、当ファンドの代表的
なファンドのデータとして「為替ヘッジなし」のデータ（2022年2月28日時点）を使用しています。・組入比率は純資産総額に対する割合です。・
業種はGICS（世界産業分類基準）の産業分類によるものです。
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■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものでは
ありません。市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

これからの
サイバーセキュリティ市場の展望

持続的な利益成長が期待できる企業かに着目

主要国のサイバーセキュリティに対する
IT支出の割合

（出所）statistaのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
（期間）2020年～2021年（2021年4月時点）

ネットワークを介したやり取りが欠かせな
くなるなか、個人・企業・国にとって、サ
イバーセキュリティはもはや“オプション”
ではなく、重大な経済的リスクを回避する
ための“必然策”といえるでしょう。

世界情報技術株式と世界株式の
12ヵ月先予想EPS

「為替ヘッジなし」の組入銘柄と
世界情報技術株式の今期予想売上高成長率

（出所）Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
・上記は、当ファンドの代表的なファンドのデータとして「為替ヘッジなし」のデータを使用しています。・世界情報技術株
式、世界株式は指数を使用しており、当ファンドのベンチマークではありません。また、当ファンドの運用実績を示すもので
はありません。・指数については、「本資料で使用している指数について」をご覧ください。（右図）・2022年2月28日時点
の組入銘柄の予想売上高成長率を組入比率で加重平均したものです。組入比率は株式組入比率を基に計算しています。・各銘
柄の前期会計年度の売上高と今期会計年度の予想売上高（2022年3月22日時点のBloomberg予想値）に基づき算出していま
す。銘柄毎に会計年度が異なります。・世界情報技術株式は12月末を年度末として算出しています。
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世界情報技術株式

世界株式
・2017年7月末＝100

（期間）2017年7月末～2022年2月末、月次

サイバー空間の広がりに加え、ますます高
度化するサイバー攻撃に対し、サイバーセ
キュリティは企業や政府の予算の優先項目
となっており、景気動向の影響を受けにく
い分野だといえるでしょう。

過去において、情報技術株式の収益は、株
式市場全体より安定的に増幅し続けてきま
した。その情報技術株式の中でも、当ファ
ンドの投資対象である、サイバーセキュリ
ティ関連企業は、2022年以降も引き続き、
高い業績の伸びが期待されます。米国の金
融政策正常化の影響、ウクライナ危機によ
るインフレ高進や景気減速懸念などから、
短期的な株価の調整はありつつも、業績の
伸びが長期的な株価上昇の源泉になると考
えており、同ビジネスを営む企業への投資
妙味は大きいとみています。
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8/14※後記の「本資料に関するご注意事項等」をご覧ください。
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当ファンドの運用実績

■上記は、過去の実績・状況であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等
を考慮しておりません。

【本資料で使用している指数について】
世界情報技術株式：MSCI オール・カントリー・ワールド情報技術インデックスとは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の先進
国・新興国の株式のうち情報技術セクターに分類された銘柄で構成されています。
世界株式：MSCI オール・カントリー・ワールド・インデックスとは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の先進国・新興国の株式
で構成されています。
上記指数に対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

【GICS（世界産業分類基準）について】
Global Industry Classification Standard（“GICS”）は、MSCI Inc.とS＆P（Standard ＆ Poor’s）が開発した業種分類です。GICSに
関する知的財産所有権はMSCI Inc.およびS＆Pに帰属します。

為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

（為替ヘッジあり）
予想分配金提示型

（為替ヘッジなし）
予想分配金提示型

（期間）2017年7月13日（設定日）～2022年3月18日、日次

・基準価額、基準価額（分配金再投資）は、1万口当たりであり、運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。・信託報酬率は、後記の
「ファンドの費用」に記載しています。・基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。
・「為替ヘッジあり」「為替ヘッジなし」は、掲載期間内においては分配金をお支払いしていません。

（期間）2021年1月21日（設定日）～2022年3月18日、日次
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ファンドの目的

ファンドの特色
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収益分配金に関する留意事項

投資リスク
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お申込みメモ

ファンドの費用
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販売会社一覧情報 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。

2022年3月18日現在

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

阿波証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第1号 ○

今村証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第3号 ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○

エース証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第6号 ○

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社大分銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 九州財務局長（登金）第1号 ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第169号 ○

岡地証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

おかやま信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第19号 ○

おきぎん証券株式会社 金融商品取引業者 沖縄総合事務局長（金商）第1号 ○

株式会社鹿児島銀行（委託金融商品取引業者　九州Ｆ

Ｇ証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

株式会社京葉銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○

寿証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第7号 ○

篠山証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第16号 ○

株式会社三十三銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

ＧＭＯクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第77号 ○ ○ ○

株式会社滋賀銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

株式会社四国銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 四国財務局長（登金）第3号 ○

株式会社静岡中央銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第15号 ○

静岡東海証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第8号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第188号 ○

株式会社常陽銀行（委託金融商品取引業者　めぶき証

券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

新大垣証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第11号 ○

株式会社新生銀行（委託金融商品取引業者　マネック

ス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

とちぎんＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第32号 ○

株式会社トマト銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社富山第一銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号 ○

株式会社長野銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第63号 ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

浜銀ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

株式会社肥後銀行（委託金融商品取引業者　九州ＦＧ

証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

広田証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第33号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

ファンド名称：サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

登録番号等
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販売会社一覧情報 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。

2022年3月18日現在

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

株式会社福邦銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第8号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第19号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第175号 ○

三井住友信託銀行株式会社（為替ヘッジなしのみ取

扱）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第5号 ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

めぶき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号 ○

株式会社横浜銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第36号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第199号 ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

ファンド名称：サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

登録番号等
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・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。

本資料に関するご注意事項等

 本資料は三菱UFJ国際投信が作成した情報提供資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説
明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

 本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
 本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。
 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金
融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。

 投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

販売会社一覧情報 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

2022年3月18日現在

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

阿波証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第1号 ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○

エース証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第6号 ○

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

岡地証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

株式会社鹿児島銀行（委託金融商品取引業者　九州Ｆ

Ｇ証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

寿証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第7号 ○

篠山証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第16号 ○

新大垣証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第11号 ○

株式会社新生銀行（委託金融商品取引業者　マネック

ス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

株式会社東京スター銀行（4月8日から取扱開始） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

株式会社肥後銀行（委託金融商品取引業者　九州ＦＧ

証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社福邦銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第8号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第19号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

遠州信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第28号

大垣西濃信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第29号

柏崎信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第242号

岐阜信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第35号 ○

呉信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 中国財務局長（登金）第25号

埼玉縣信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第202号 ○

新庄信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東北財務局長（登金）第37号

関信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱）（4月4日から

取扱開始）

登録金融機関 東海財務局長（登金）第45号

瀬戸信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第46号 ○

高松信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 四国財務局長（登金）第20号

玉島信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 中国財務局長（登金）第30号

知多信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第48号

豊田信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第55号 ○

のと共栄信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第30号

姫路信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第80号 ○

兵庫信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第81号 ○

ファンド名称：サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）予想分配金提示型／（為替ヘッジなし）予想分配金提示型

登録番号等


